介護保険制度の常識と課題--要介護認定と事業計画を中心に by 野上 隆














を論じるようなものに変わりつつある。例えば， r介護保険 要介護認定来月スタート 8 割
の市町村『準備整う.I J といったような具合であるが，これによると 84%の自治体が，認定作








「問題点j としては「要介護認定J ， r保険料水準」および「サービス供給量」の 3 つにほぼ
(1) r朝日新聞j 1997年12月 1 日。
( 2 ) r 日本経済新聞j 1999年 9 月 21 日。
( 3 ) 同上。












































65~69歳 70~74歳 75~79歳 80~84歳 85歳以上
寝たきり
(寝たきりでかつ 1.5 3 5. 5 10 
痴呆の者を含む)
要介護の痴呆性










表 1 は要介護高齢者の高齢者全体に占める割合を示したものである。 65歳から 69歳の年齢階
級では，寝たきり老人の発生率は1.5%であり，介護を必要とする痴呆性老人の発生率にいた
ってはこの表ではあらわせないくらいに低い。しかしそれらは 5 歳刻みでほぼ倍増していく。
その結果80歳から 84歳では寝たきり老人の発生率は 1 割に達し，要介護の痴呆性老人のそれも
1. 5%になる。さらに85歳を超えると寝たきり老人の発生率は20.5%，要介護の痴呆性老人の










図 2 は寝たきりになった原因を分類したものである。第 1 位は脳卒中であり全体の31.7% を
( 5 ) 9 月 20 日の医療保健福祉審議会に厚生省が示した推計によれば，保険からサービスを受けるの
は65歳以上で在宅198万 4 千人，施設70万 5 千人の計268万 9 千人である。この他に加齢にともな
って要介護状態になった40歳から64歳の利用者が約14万人見込まれており，これを加えると利用
者はおよそ283万人に達する見込みである。なおこの推計は市町村が98年度に実施した実態調査
をもとにしている (W 日本経済新聞j 1999年 9 月 21 日)。
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O歳 76. 46 82. 96 
50歳 28. 78 34. 49 
60歳 20.3 25.35 
70歳 12.98 16. 79 
80歳 7. 14 9.48 
85歳 5. 06 6. 68 




























た質の高い生活を送ることができるように支援すること J すなわち「自立支援j である。










11. 1 % 
|社会福祉[ 26. 032 4.0% 
|老人福祉| 10.902 1.7% 
注「老人福祉J は老人福祉サーヒス給付費を表す。
出所:平成 9 年版『厚生統計要覧.1 338.339および341ページより作成。
2. 社会保障給付と公的介護費用
表 3 はわが国の社会保障給付費の内訳を 1995年度について概観したものである。総額64兆円
を超える費用のうち51%を超える額が年金給付に，そして37%あまりが医療給付に費やされて








問題は介護費用である。平成 8 年版『厚生白書』によれば， 1995年における介護費用は2.1
兆円である。内訳は特別養護老人ホームやホームへルパーなど老人福祉制度で 1 兆円，老人保





1978年から 81年まで 1 万 3 千人前後で停滞を続け， 82年に初めて 1 万 6 千人を上回り， 1987年
にようやく約 2 万 5 千人に達するという水準だったのである。ゴールドプランの基本理念のー
( 7 ) 障害年金は若年成人にも給付される。
( 8 ) 平成 9 年版『厚生統計要覧.J 341ページ。高齢者関係給付費は， 1973年には実額で 1 兆5586億
円，給付総額に占める割合は24.9%であった。この20年あまりで名目上は26倍に，給付総額に占
める割合では2.5倍に増加したことになる。




































































52. 9 45. 1 (431) 
65. 7 31. 5 (35) 
51.7 46.2 (396) 







藍塁彊 2. 1 
醸灘輔34. 3謹盤輔副 2. 9 










37. 1 12.5 義理の父母小計 2.61
31. 4 28. 6 2.91 義理の息子
37. 6 43. 7 2.51 義理の娘




















































49. 1 (59) 女性
注:調査時点は 1994年1O~12月。
資料:連合「要介護者を抱える家族の実態J に関する調査


















か通所 1) ノ、ビリが週 1 回，短期入所 17万円 l万7000円
l が半年で 2 週間なと
要 訪問介護が週 5 回司訪問看護が週 1 回.通
護介 所介護か通所 1)ノ、ビリが週 2 回.短期入所 20万1000円 2万100円
2 が半年で 2 週間など
!要? 訪問介護が週7.5回.訪問看護が週 1 回，通所介護か通所 1) ノ、ビリが週 2 回、短期入 27万4000円所が半年で 3 週間なと
I 要3菱 訪問介護が週8. 5回司訪問入浴が 2 週に l 31万3000円回.訪問看護が週 2 回.訪問 1)ノ、ピリが週
」 l 回.短期入所ヵ、半年で 3 週間なと
要介 訪問介護が週に 13回.訪問看護ヵ、週に 2
日訪問 IJ ノ、 νIJ 台、凋~: 1 回.短期入所が 36ìJ8000田|
出所 r朝日新聞j 1999年 8 月 2~ 日
表-4 -2 施設サービスの月平均利用額と自己負担額
1 日当たりの費用 I 平均利用額 仁j L.. ~1"'-P:只
特別養護 1 8120円(要介護 1 ) 
老人ホーム ~9980円(要介護 5) 32万5000円 5万円食費2120円
8810円~l 万830円
5万3000円I 老人保険施設 I 食費2120円 35万4000円
( 昨 l万叩~1万四90円療養型病床 食費2120円 6万円




が自立から要支援および要介護度 1 -5 までの判定を行う。これが 2 次判定であり， 2 次判定
の結果がその人の最終的な要介護認定の結果となる。要介護度別にサービスの利用限度額が決







要介護認定の本格実施に先立つて1996年(平成 8 年)から 4 年にわたってモデル事業が行わ
れた。表 5 は大阪府下のA市(人口約 6 万人)で行われた施設入所者に対する 98年度モデル事
業の結果である。サンプル数は47，左端に特養，老健，病院とあるのはそれぞれ特別養護老人
ホーム，老人保健施設，病院の入院・入所者を表している。一目で気がつくのは自立が 6 名と，
要介護 5 (最重度)が O であることであろう。全体を通してみると一番多いのが要介護 2 の 15
(11) 要介護認定システムの構築にたづさわった筒井孝子氏は次のように語っている。「ドイツの要
介護度の判定は，要介護認定を専門に行う第三者機関であるメデイカルサービス (MDK (Meｭ















オーストラリアでは，老年科医，コミュニティ看護婦，ソーシャルワーカー， PT , OTなど
の専門家チームにより評価する『高齢者ケアアセスメントチーム j (ACA T: Aged Care Assessｭ














要介護度 自立 要支援 要介護 l 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計
特養 4 5 7 。 。 18 
老健 3 5 。 。 17 
病院 2 4 3 12 
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続いて要介護 1 の13名である。入所者47名のうち要介護 1 から 3 までの比較的介護度の低名，
自立・要支援のように介護保険制度下では施設サービス
5 の重度の人は 2 名で全体の 4%にすぎない。
介護を必要とする人に介護サービスを提供すべき施設としては，合理的な利用が行われている
い人達が36名で約77% を占めている。
















年 4又 介護費用 食費負担 自己負担額|負担割合
24万円以下 0% 0~8300円 0~8300円
24万超~34万円以下 0% 9000円 9000円
34万超~40万円以下 3% 9000円 l万7250円
40万超~48万円以下 3% l万5000円 2万3250円
48万超~68万円以下 5% l万5000円 2万8750円
68万超~266. 6万円未満 10% l万5000円 3万9600円
26. 6万円以上 10% 2万2800円 5万300円
注 l 食費と自己負担額は月額。現在の入所者の平均的な介護費 (27万5000円)
を前提に計算。
注 2 1999年 8 月 23日に示されたもの。






























次に表 7 をみてみよう。この表は同じく A市在住の在宅の48名に関して要介護認定を行った







るのだが，コード番号14の女性が要支援から要介護 1 に，同じく 36の女性が自立から要介護 1
に，そして17の女性が自立から要介護 2 にあるいは20の女性が要介護 4 から 2 に変わっている
など，いくつかのケースで 1 次判定の結果が 2 次判定で修正されていることが分かる。
次に，現在費用を見て分かることは非常にばらつきが大きいことである。要支援では， 0 と
1 万6400円と 6 万1400円である。要介護 1 では同じく O からその次に低い8200円にはじまって
最高額は 7 万6000円。要介護 2 でも O を除くと 1 万4400円を最低に最高額は13万3220円。要介
護 3 では 0 ，そして 3 万720円から最高額24万9300円。要介護 4 では 0 ， 8 万6100円から 14万
3600円まで。そして最重度の要介護 5 では 8 万4000円から 24万3710円までである。要介護度と
現在のサービス費用が対応していないことはいうまでもない。現在サービスを受けている人で
自立と判定された人も 2 名いた。















日二F番号 性別 1 次判定 2次判定 現在費用 認定蚕 蓮蔵事
30 女 自立 自立 23,120 。
4 3 女 自立 自立 。 。
4 4 女 |自立 自立 34,680 。
98 男 自立 自立 。 。
13 女 要支 要支 l量 61 ,440 60,000 102.4賢
31 女 要支 l要支 霊 。 60,000 0.0覧
32 男 要支 要支 震 。 60,000 0.0% 
40 女 要支嚢 要支 |量 。 60,000 O.O~~ 
45 女 要支!量 要支 !量 16,400 60,000 27.3% 
9 女 63,400 170,000 37.3% 
1 女 18,960 170,000 11.2% 
12 女 61 ,440 170,000 36.1% 
14 女 要支援 76,000 170,000 44.7% 
18 女 60,020 170,000 35.3% 
24 女 28,800 170,000 16.9% 
29 男 。 170,000 0.0百
33 女 23,120 170,000 13.6% 
35 女 55,080 170,000 32.9九
36 女 自立 。 170,000 0.0% 
47 女 8,200 170,000 4.8% 
15 男 2 2 77,840 200,000 38.9% 
17 女 自立 2 108,560 200,000 54.3% 
20 女 4 2 61 ,440 200,000 30.7% 
22 女 2 14,400 200,000 7.2% 
28 女 2 2 54,400 200,000 27.2%1 
38 男 2 2 。 200,000 0.0% 
41 男 2 130,850 200,000 65.4弛
46 男 2 2 133,220 200,000 66.6% 
99 女 2 2 77,520 200.000 38.0% 
6 男 3 3 。 260,000 0.0百
8 女 3 3 249 ,300 260,000 95.9% 
10 女 2 3 43,600 260,000 16.8% 
16 男 3 108,560 260,000 4 1.8九
19 |男 3 3 30,720 260.000 11.0% 
23 女 3 3 136,430 260.000 52.5% 
27 女 3 3 54,400 260,000 20.9% 
39 女 3 203.830 260,000 78.4% 
1 男 2 4 143,600 310,000 46.3% 
2 女 4 4 86.100 310,000 27.8% 
21 女 4 4 103.730 310,000 33.5% 
25 女 4 4 91 ,920 310,000 29.7% 
34 女 3 4 99,060 310.000 32.0% 
42 女 4 4 。 310,000 0.0% 
3 女 5 5 162,530 350,000 46.4% 
4 男 5 5 84,800 350,000 24.2% 
5 女 5 5 100,440 350,000 28.7% 
7 男 5 5 243 ,710 350,000 69.6% 
26 女 5 5 84,800 350,000 24.2% 














要介護 1 5 分野を合計した要介護認定等基準時聞が 30分以上 50分未満
要介護 2 5 分野を合計した要介護認定等基準時聞が 50分以上 70分未満
要介護 3 5 分野を合計した要介護認定等基準時間が 70分以上 90分未満
要介護」 5 分野を合計した要介護認定等基準時聞が 90分以上110分未満
要介護 5 5 分野を合計した要介護認定等基準時聞が110分以上
出所 I要介護認定はとのように行われるか(未定稿)J










要介護認定によって自立，要支援，介護 1 から 5 までの 7 段階の判定がなきれることは先に
触れたとおりであるが，この判定はいったい何を基準に行われているのだろうか。それを示し
たのが表 8 である。表 8 - 1 は介護の分野である。それは身体に直接触れて行う入浴，排せつ，
食事等の介護等を意味する「直接生活介助J，衣服等の洗濯， 日用品の整理等の日常生活上の








85項目の訪問調査結果をデータに行われる l 次判定はこれらの 5 分野にわたってその人がど
れだけの介護量を必要としているかを，基準時間を単位に計っているのである。その結果例え




















象に48時間にわたって r 1 分間タイムスタディ J を行うことによって得られたデータから求めら
れたものであり，実際に家庭で行われる介護に要する時間とは異なる(介護保険制度実施推進本







































I a 家庭外で上記 H の状態がみられる
一一一 一一一一 一一一一一一一一一一千一一一一一ー一一一一一一ー一一一←一一ー一一一一一一一ー一一一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一←一一一一千一一一一一一一一一一一ー一一一一一一一ーーー一一一ー一一一一千一一一一一一一一一一一一一一一一一一一ー一一一 一一一一一一一→




















自立・ J A B C 自立・ J A B C 
自立 30% 0% 0% 0% 自立 0% 0% 。% 0% 
要支援 30% 20% 0% 0% 要支援 10% 0% 0% 0% 
要介護 1 30% 50% 20% 0% 要介護 l 50% 30% 0% 0% 
要介護 2 10% 20% 20% 0% 要介護 2 30% 30% 10% 0% 
要介護 3 0% 10% 30% 20% 要介護 3 10% 30% 40% 20% 
要介護』 0% 。% 20% 40% 要介護 4 0% 10% 40% 40% 
要介護 5 0% 0% 10% 40% 要介護 5 0% 0% 10% 40% 
合計 100% 100% 100% 100% 合計 100% 100% 100% 100% 
痴呆性老人自立度 1 痴呆性老人自立度 :IV
自立・ J A B C 自立・ J A B C 
自立 20% I 0% 0% i 0% 自立 0% 。% 0% 0% 
要支援 40% 20% 0% 0% 要支援 0% 0% 0% 0% I 
要介護 1 30% 50% 20% 0% 要介護 l 20% 20% 0% 。%
要介護 2 10% 20% 20% 0% 要介護 2 40% 30% 0% 。%
要介護 3 0% 10% 30% 20% 要介護 3 30% 40% 40% 20% 
要介護 i 0% 0% 20% 40% 要介護 4 10% 10% 40% 40% 
要介護 5 0% 0% 10% 40% 要介護 5 0% 0% 20% 40% 
l 合計 100% 100% I 100% 100% 合計 100% 100% 100% 100% 
痴呆性老人自立度 II 痴呆性老人自立度 :M
自立・ J A B C 自立・ J A B C 
自立 0% 0% 0% 。% 自立 0% 0% 0% 0% 
要支援 40% 20% 0% 0% 要支援 10% 0% 0% 0% 
要介護 1 50% 40% 10% 0% 要介護 1 20% 20% 0% 0% 
要介護 2 10% 30% 20% 0% 要介護 2 30% 20% 。% 0% 
要介護 3 0% 10% 30% 20% 要介護 3 40% 40% 40% 20% 
要介護」 0% 0% 30% 40% 要介護 4 0% 10% 40% 40% 
要介護 5 。% 0% 10% 40% 要介護 5 0% 10% 20% 40% 
合計 100% 100% 100% 100% 合計 100% 100% 100% 100% 







望率と呼ぶ。表12の利用希望率の欄で，要支援で100.00 (%)，要介護 5 で3l. 83 (%)などと
なっているのは，要支援の人達が平均して週に 1 固(l.00 x l.00) の利用を希望し，要介護 5
の人達が同じく平均で週に3.7回(1l .67XO.3183) の利用を希望したということである。
したがって，標準サービス量×利用希望率×人数=サービス必要量となり，このサービス必
要量に対する，供給見込み量(実際に 2000年 4 月から住民に対して提供できる目処がたった
量)の割合を供給率と呼ぴ，供給率二供給見込み量÷サービス必要量の関係になる。






































標準サービス量(回) 人数 利用希望率 サービス必要量
要支援 1. 00 11. 95 100.00 11. 95 
要介護 1 4. 0 168.69 98. 50 64. 64 
i 要介護 2 4.00 74.44 98. 50 293. 29 
要介護 3 5. 8 43. 67 32. 48 83.40 
|要介護』 8. 58 27. 39 31. 83 74.80 
要介護 5 11. 67 20. 02 31. 83 74.37 





























往復送迎・食事・入浴 6760円(要介護 1 -2) 6900円(中度)
を含む。 1 日当たり 8370円(要介護 3 -5) 10700円(重度)
注 1 :数字は L、ずれも基本的な価格。都市部では約 2 -10%加算されるほか，ホームヘル
パー，訪問入浴，訪問看護については，離島や山間部で15%加算される。
注 2 : 1999年 8 月 23日に示されたもの。


























2 , 3 は単に計画に書き込まれるだけではなく，自治体によって同時に推進きれなければな
らない課題であることは既に確認したとおりである。自治体によるこの努力の結果が介護保険
事業計画の最終案としてとりまとめられるともいえるのである。自治体が供給を延ばすべくサー
ビス提供事業者に働きかけるにあたっての根拠の一つは，サービス必要量であろう。この数値
の算出のために，多くの自治体では住民の協力のもとに調査が行われ(高齢者の全数に当たっ
た市町村も少なくない)，精鍛なものとする努力が払われた。しかし，誤解を恐れずにあえて
いうならば，これは地域における介護サービスの市場調査のようなものである。 2000年以降，
95年度価格で 4 兆2000億円の規模をもっ介護保険によって生み出される市場に，多くの事業者
が参入するといわれている。そのために各サービス事業者は，投資を行う。ホームヘルプであ
れば人材に対する投資が，デイケア・デイサービスであれば加えて設備の新設・拡充も必要で、
あろう。介護保険によって全国的にはサービスの利用が拡大することは間違いないが，それぞ
れの地域でいつどれだけの需要が生ずるかは事後的にしかわからない。投資が回収できるか，
準備した介護サービスという商品が完売するかどうか， リスクは不可避で、ある。
措置制度のもとでは，サービスの購買者は行政が集めてくれたし購入されたサービスの代
金も行政が払ってくれた(措置費)。そこに「経営」の必要はなかったのである。そのことの
善し悪しの議論は既に過去のものとなった。介護保険制度は保険料と公費によって新たな市場
を作ると同時に，民間社会福祉法人のような従来のサービス供給者を含めて，これからは等し
し多様な供給主体に介護サービスを販売する事業者としてのありかたを迫るのである。
- 50 ー
